
東大和市介護予防・日常
生活支援総合事業（案）

東大和市福祉部
高齢介護課



介護予防・日常生活支援総合事業
（総合事業）の実施について

2025年には団塊の世代が全て75歳以上と
なり、高齢者世帯、高齢者のみの世帯、認知症
高齢者が増加することが見込まれています。

先般の介護保険制度改正により、東大和市は、
平成29年4月から介護予防・日常生活支援総合
事業（以下、総合事業）を開始します。
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介護給付 （要介護1～5）

介護予防給付
（要支援1～2）

訪問看護・福祉用具等

訪問介護・通所介護

介護予防事業

○二次予防事業
・通所型介護予防事業
・訪問型介護予防事業

○一次予防事業
・介護予防普及啓発事業
・介護予防教室

現行と同様

介護給付 （要介護1～5）

介護予防給付 （要支援1～2）

総合事業
（要支援1～2、それ以外の者）

○介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
（1）現行サービス
（2）緩和サービス

・通所型サービス
（1）現行サービス
（2）緩和サービス
（3）短期集中型

・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○一般介護予防事業
・介護予防把握事業
・介護予防普及啓発事業
・介護予防教室

事業に移行

多
様
化

介護保険制度《 現行 》 《 見直し後 》

地

域

支

援

事

業

地

域

支

援

事

業

総合事業の特徴
・サービスの類型・基準・単価等は区市町村が設定
・サービス内容の多様化

◆介護保険制度改正における介護予防事業の改正点
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1．要支援相当の高齢者から元気高齢者まで、分け隔てなく、
また切れ目なく自立支援ができるよう支援する。

2．予防訪問介護と予防通所介護が総合事業に移行。
訪問介護・通所介護以外のサービス（訪問看護、福祉用
具等）は、引き続き介護予防給付によるサービス提供を
継続。

3．高齢者ほっと支援センターによる介護予防ケアマネジメン
トに基づき、総合事業のサービスと介護予防給付のサー
ビス（要支援者のみ）を組み合わせる。

4．多様なサービス主体（事業所、シルバー人材センター、市
認定ヘルパー等）による多様なサービス提供体制をつくる
ことで、効率的な支援を可能にする。

◆総合事業の概要
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◆訪問型サービスの類型 ～国のガイドライン例示の類型～

基準 現行の訪問介護相当 ガイドライン例示によるサービス

サービス
種別

①訪問介護
②サービスＡ
（基準緩和型）

③サービスＢ
（住民主体型）

④サービスＣ
（短期集中型）

⑤サービスＤ
（移動支援）

内容 訪問介護員による身体介護、生活援助 生活援助等
住民主体の自主
活動として行う
生活援助等

保健師等による居宅
での相談指導等

移送前後の
生活支援

対象者と
サービス
提供の考
え方

◆既にサービスを利用しているケース
で、サービスの利用の継続が必要な
ケース
◆訪問介護員による下記の例のような
サービスが必要なケース
（例）
・認知機能の低下により日常生活に支障
がある症状・行動を伴う者
・退院直後で状態が変化しやすく、専門
的サービスが特に必要な者等

◆状態等を踏まえながら、住民主体によ
る支援等の利用を促進

・体力の改善に向け
た支援が必要なケー
ス
・ＡＤＬ（※1）や
ＩＡＤＬ（※2）の
改善に向けた支援が
必要なケース

※3～6か月の短期間
で行う

サービスＢに
準じる

実施方法 事業者指定 事業者指定 / 委託 補助（助成） 直接実施 / 委託

基準 予防給付の基準を基本
人員等を緩和した

基準

個人情報の保護
等の最低限の

基準

内容に応じた
独自の基準

提供者
（例）

訪問介護員（訪問介護事業者） 主に雇用労働者
ボランティア

主体
保健・医療の専門職

（区市町村）

区市町村はこの例を踏まえて、地域の実情に応じたサービス内容を検討する。

※1 日常生活動作 （食事・入浴等）
※2 手段的日常生活動作（買い物・服薬管理・金銭管理等、ＡＤＬよりも複雑で高次な動作）
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◆訪問型サービスの類型 ～東大和市の類型～

「現行相当サービス」と、「サービスＡ（基準緩和型）」を実施

基準 現行の訪問介護相当 新しいサービス

サービス種別 ①訪問介護
②サービスＡ
（基準緩和型）

内容 訪問介護員による身体介護、生活援助 生活援助等

対象者とサービス
提供の考え方

◆既にサービスを利用しているケースで、サービスの利用の
継続が必要なケース
◆訪問介護員による下記の例のようなサービスが必要なケー
ス

（例）
・認知機能の低下により日常生活に支障がある症状・行動を
伴う者
・退院直後で状態が変化しやすく、専門的サービスが特に必
要な者等

◆主に雇用労働者により
提供される、緩和した基
準によるサービス

実施方法 事業者指定 事業者指定

基準 予防給付の基準を基本 人員等を緩和した基準

提供者 訪問介護員（訪問介護事業者） 主に雇用労働者
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◆通所型サービスの類型 ～ 国のガイドライン例示の類型～

基準 現行の通所介護相当 ガイドライン例示によるサービス

サービス
種別

①通所介護
②サービスＡ
（基準緩和型）

③サービスＢ
（住民主体型）

④サービスＣ
（短期集中型）

内容
・通所介護と同様のサービス
・生活機能の向上のための機能訓練

ミニデイサービス、
運動、レクリエーショ
ン等

体操、運動等の活動な
ど、自主的な通いの場

生活機能を改善する
ための運動器の機能
向上や栄養改善等の
プログラム

対象者と
サービス
提供の考
え方

◆既にサービスを利用しているケースで、
サービスの利用の継続が必要なケース
◆「ガイドライン例示によるサービス」の
利用が難しいケース
◆集中的に生活機能の向上のトレーニング
を行うことで、改善・維持が見込まれる
ケース
※状態等を踏まえながら、多様なサービスの
利用を促進していくことが重要

◆状態等を踏まえながら、住民主体による支援等
の利用を促進

ＡＤＬやＩＡＤＬの
改善に向けた支援が
必要なケース等

※3～6か月の短期間
で行う

実施方法 事業者指定 事業者指定 / 委託 補助（助成） 直接実施 / 委託

基準 予防給付の基準を基本 人員等を緩和した基準
個人情報の保護等の最

低限の基準
内容に応じた
独自の基準

提供者
（例）

通所介護事業者の従事者
主に雇用労働者
+ ボランティア

ボランティア主体
保健・医療の専門職

（区市町村）

区市町村はこの例を踏まえて、地域の実情に応じたサービス内容を検討する。
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◆通所型サービスの類型 ～東大和市の類型～

基準 現行の通所介護相当 新しいサービス

サービス
種別

①通所介護
②サービスＡ
（基準緩和型）

③サービスＣ
（短期集中型）

内容
・通所介護と同様のサービス
・生活機能の向上のための機能訓練

ミニデイサービス、
運動、レクリエー
ション等

生活機能を改善するための運
動器の機能向上や栄養改善等
のプログラム

対象者と
サービス
提供の考
え方

◆既にサービスを利用しているケースで、サー
ビスの利用の継続が必要なケース
◆「ガイドライン例示によるサービス」の利用
が難しいケース
◆集中的に生活機能の向上のトレーニングを行
うことで、改善・維持が見込まれるケース
※状態等を踏まえながら、多様なサービスの利用を促
進していくことが重要

◆主に雇用労働者等
により提供される、
緩和した基準による
サービス

ＡＤＬやＩＡＤＬの改善に向
けた支援が必要なケース等

※3～6か月の短期間で行う

実施方法 事業者指定 事業者指定 事業者指定

基準 予防給付の基準を基本
人員等を緩和した

基準
内容に応じた
独自の基準

提供者
（例）

通所介護事業者の従事者 雇用労働者 保健・医療の専門職

「現行相当サービス」・「サービスＡ」・「サービスＣ」を実施
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非
該
当

（
自
立
）

総合事業は利用できませんが、
一般介護予防事業は利用可能

総合事業を利用

介護予防サービスを利用
（用具貸与・訪問看護等）

介護サービスを利用

要
介
護
・
要
支
援
認
定
申
請

利
用
者

◆総合事業利用の流れ①
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1．利用希望者は、要介護・要支援認定申請が必要

①新規でサービスを利用する方
②要介護・要支援認定の更新を迎えた方

2．基本チェックリストを利用する方

①要支援認定更新申請をしない方
②要介護・要支援認定を行い、「非該当」となった方

◆総合事業利用の流れ②

※基本チェックリストの判定結果から総合事業を利用する場合は、
基準を緩和をしたサービスを利用できる。

9



現行相当サービス
（予防給付基準と同様）

市独自基準による
緩和型サービス（サービスＡ）

提供する人 訪問介護事業所の訪問介護員
①訪問介護事業所の訪問介護員
②市の研修を受講した認定ヘルパー
（シルバー人材センターの会員を含む）

内 容

・身体介護（入浴・排泄等含）
・生活援助（掃除・買物・調理・
洗濯等）
・有資格者である訪問介護員によ
るサービスが必要なケース

・生活援助
（掃除・買物・調理・洗濯等）

※身体介護（入浴・外出・排泄・服
薬介助等）は含まない

提供時間/回 内容により異なる
45分～60分 / 回
（記録作成時間含む）

◆訪問型サービス（概要）

新設
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現行相当サービス
（予防給付基準と同様）

市独自基準による
緩和型サービス（サービスＡ）

基 準

管理者：常勤・専従１名以上
（兼務可）

訪問介護員等：
常勤換算2.5人以上

サービス提供責任者：
40人毎に１人

管理者：専従１名以上（兼務可）

従事者：1人以上必要数

訪問事業責任者：
従事者のうち、1人以上必要数

設 備
①事業の運営に必要な広さを有する専用の区域
②必要な設備・備品

◆訪問型サービス（基準）

新設
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現行相当サービス
（予防給付基準と同様）

市独自基準による
緩和型サービス
（サービスＡ）

市独自基準による
短期集中機能訓練
（サービスＣ）

提供する
事業所

通所介護事業所
①老人保健施設
②通所介護事業所

内 容

◆通所介護と同様
のサービス
◆生活機能の向上
のための機能訓練

◆ミニデイサービス、
運動、レクリエーショ
ン等
※ただし、入浴サービ
スは含まない

3か月程度、運動指導員
等の指導に基づき、筋力
向上訓練を実施し、身体
機能の改善を図る

提供時間/回 施設により異なる

①1時間30分以上
3時間未満 / 回

②3時間以上 / 回
※施設により異なる

60分～90分程度 / 回
（週2回）

◆通所型サービス（概要）

新設 新設
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現行相当サービス
（予防給付基準と同様）

市独自基準による緩和型サービス
（サービスＡ）

人 員

管理者：常勤・専従１名以上（兼務可）
生活相談員・看護職員：専従1人以上
介護職員：利用者15名まで専従1人以上

（15人超は1人につき専従0.2人以上）
機能訓練指導員：1人以上

管理者：専従１名以上（兼務可）
生活相談員：専従１名以上（兼務可）
従事者：

・15人まで専従1名以上
・15人超は利用者１名につき必要数

設 備

食堂・機能訓練室・静養室・相談室・事務室
の設置が必須

①食堂・機能訓練室
3㎡×利用定員以上

②静養室・相談室・事務室
③消火設備その他の非常災害に必要な設備
④必要なその他の設備・備品

食堂・機能訓練室・相談室の設置のみで
可能

①食堂・機能訓練室
2.5㎡×利用定員以上

②相談室
③消火設備その他の非常災害に必要な
設備
④必要なその他の設備・備品

基

準

◆通所型サービス（基準）①

新設
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サービス種別 市独自基準による短期集中機能訓練（サービスＣ）

基 準

人 員

管理者：専従１名以上（兼務可）
従事者：・利用者5人まで1名以上

・利用者6人以上10人以下まで2名以上
・利用者11人以上20人以下まで3名以上

設 備

①訓練室
3㎡×利用定員以上

②必要なその他の設備・備品

そ の 他

実施期間：3か月程度（週2回）

実施時間：1回あたり60～90分

定員：10名程度

新設

◆通所型サービス（基準）②
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◆事業移行に向けた今後のスケジュール（案）

日 程 内 容

平成28年9月中旬 訪問・通所介護事業者への説明会を実施

9月中旬～10月中旬 パブリックコメントの実施

11月中旬 訪問・通所介護事業者への説明会を実施

平成29年2月 現行予防給付対象者への制度改正通知
市民への周知（市報、市ホームページ、住民説明会
等）

平成29年4月 事業開始

※スケジュールは今後変更となる可能性があります。
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